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要       約 

 日本海・東シナ海および瀬戸内海におけるトラフグの生活史を網羅した資源評価を目的として、こ

れまで別系群であったトラフグ日本海・東シナ海系群とトラフグ瀬戸内海系群を統合して資源評価を

行った。コホート解析の結果、トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源量は1995年の1,720
トンから1997年の887トンに半減後、ほぼ横ばいで推移し、2005年は864トン、2006年は910トン

であった。漁獲量は日本海・東シナ海では1998年以降、瀬戸内海では1997年以降、漁獲量が高水準

であった1990年以前の約10%にまで減少しており、資源水準は極めて低位である。毎年0歳時に約

15万尾の放流魚が資源に添加され、資源の底上げに貢献していると考えられる。現状の放流尾数が今

後継続して維持される条件で、資源量回復を目標として漁獲圧の削減を提言した。 

 

水準：低位、 動向：横ばい 
 

1. まえがき 
 トラフグは、フグ料理の高級材料であるため魚価が高く、重要な漁業対象種である。主要な漁場で

ある日本海・東シナ海および瀬戸内海においては漁獲量が激減しており、資源管理型漁業および栽培

漁業の対象魚種としても重要視され、2005年度より本資源を対象とした九州・山口北西海域トラフグ

年 資源量（トン） 漁獲量（トン） F値 漁獲割合

2005 864 343 0.60 40%
2006 910 387 0.62 43%
2007 683

2008年ABC 資源管理基準 F値 漁獲割合

ABClimit 136トン 0.8F30%SPR 0.27 21%
ABCtarget 111トン 0.8・0.8F30%SPR 0.22 17%
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資源回復計画が公表、実施されている。 
 これまで、本系群は、海域および漁業実態が異なるなどの理由から、トラフグ日本海・東シナ海系

群（以下、日本海・東シナ海系群）およびトラフグ瀬戸内海系群（以下、瀬戸内海系群）の別系群と

して資源評価が行われてきた。一方、天然魚や人工種苗による標識放流調査から、日本海・東シナ海・

黄海におけるトラフグ成魚が九州北岸、九州西岸、若狭湾および瀬戸内海などへ産卵来遊することや

瀬戸内海における 0 歳魚が豊後水道および紀伊水道だけでなく、九州北岸および九州西岸へ移動する

ことが明らかとなり（田川・伊藤 1996, 伊藤ら 1998, 佐藤ら 1996）、トラフグが日本海・東シナ海と

瀬戸内海との間で交流していることが認識されていた。さらに、日本海・東シナ海では主に大型魚、

瀬戸内海では主に小型魚が漁獲されていることから、資源として一つではないかと考えられていたが、

2002年までは両系群の資源評価が漁獲量にのみ基づいていたこともあり、系群統合の必要性はそれほ

ど認識されなかった。しかし、日本海・東シナ海系群は 2003 年から、瀬戸内海計群は 2005 年からコ

ホート解析による資源評価に移行すると、年齢別漁獲尾数は、日本海・東シナ海系群は高齢魚に偏り、

瀬戸内海系群は若齢魚に偏り、両系群の年齢構成が歪であることや年齢構成の歪さによって、日本海・

東シナ海系群におけるコホート解析が不安定であることが問題となったため、生活史を網羅した資源

評価を目指して、系群統合の必要性が認識された。これを受けて、2005 年および 2006 年に両系群の

資源評価担当者が系群統合について検討を進め、系群統合を試行したところ、年齢別漁獲尾数および

コホート解析が安定し、得られた結果もこれまでの両系群単独の資源評価結果と矛盾しないことから

（塚本・檜山 2006）、系群統合して資源評価をすることが妥当であるとの結論に達した。 
 
2. 生態 

（1）分布・回遊 
 本系群のトラフグは秋田県以南の日本海・東シナ海・黄海および太平洋南を含む瀬戸内海に分布す

る（図1）。春に発生した仔稚魚は産卵場周辺海域を成育場とし、成長に伴って外海に移動し、広域を

回遊する（伊藤 1997）。日本海沿岸、九州北岸および九州西岸において発生したトラフグは日本海・

東シナ海・黄海へ回遊し、瀬戸内海において発生したトラフグは日本海・東シナ海・黄海だけでなく、

豊後水道以南および紀伊水道以南へも回遊する(伊藤 1997)。また、天然魚や人工種苗による標識放流

の結果から、トラフグは産卵回帰すると推測されている（伊藤ら 1999, 佐藤ら 1999, 中島・新田 2005, 
松村 2006）。 

 
（2）年齢・成長 
 東シナ海・黄海におけるトラフグと瀬戸内海におけるトラフグは同様な成長を示す。東シナ海・黄

海におけるトラフグの全長は1歳で29cm（♂30cm, ♀29cm）、2歳で38cm（♂♀38cm）、3歳で45cm
（♂44cm, ♀46cm）、4歳で50cm（♂49cm, ♀51cm）、5歳で54cm（♂52cm, ♀56cm）に達する（尾

串 1987）（図 2）。瀬戸内海におけるトラフグの全長は 1 歳で 26cm（♂26cm, ♀27cm）、2 歳で 37cm
（♂36cm, ♀38cm）、3 歳で 44cm（♂44cm, ♀44cm）、4 歳で 48cm（♂49cm, ♀48cm）、5 歳で 52cm
（♂52cm, ♀51cm）に達する（中村 2007）（図2）。 

 
（3）成熟・産卵 
 雄は2歳、雌は3歳で成熟を始める（藤田 1988, 中村 2007）（図3）。本系群の日本沿岸における主

な産卵場は秋田県天王町沿岸、能登島、若狭湾、福岡湾、有明海、八代海、関門海峡周辺、布刈瀬戸
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および備讃瀬戸である（藤田 1996）。産卵期は 3 月下旬に九州南部から始まり、水温の上昇とともに

北上し、関門海峡、布刈瀬戸および備讃瀬戸における産卵期は 4 月下旬〜5 月上旬とされ、若狭湾、

能登島および秋田県天王町沿岸では4〜6月とされる（藤田 1996, 伊藤 1998）。 

 
（4）被補食関係 
 仔魚後期までは動物性プランクトン、稚魚は底生性の小型甲殻類、未成魚はイワシ類その他の幼魚

およびエビ・カニ類、成魚は魚類およびエビ・カニ類を捕食する（松浦 1997）。 

 

3. 漁業の状況 

（1）漁業の概要 
 トラフグは0歳魚より漁獲対象となる。秋田県から島根県にかけての日本海沿岸においては、主に定

置網により産卵期を中心に産卵親魚が漁獲される（天野・檜山 1997, 伊藤・多部田 2000）。日本海西

部から東シナ海の沖合においては、主にふぐ延縄（浮延縄および底延縄）により、沿岸域では定置網、

底曳網、釣りおよび刺網等により、産卵親魚や若齢魚が漁獲される。瀬戸内海においては、春に産卵

場へ来遊した産卵親魚が定置網、吾智網、釣りおよび敷網等により、夏から秋に産卵場周辺で幼魚が

小型底曳網および定置網により漁獲され、秋から冬に水道域で成魚が延縄および釣りによって漁獲さ

れる（柴田ら 1997）。 

 
（2）漁獲量の推移 
 農林水産省統計部による漁獲統計ではトラフグはふぐ類の一部として扱われてきたため、本系群の

トラフグを扱った長期間の漁獲データはほとんど存在しない。2002年以降の中四国農政局および関係

各府県による本種の漁獲量（暦年集計）は2002年の498トンから2003年の370トンに減少後、400トン未

満で推移し、2005年は348トン、2006年は372トンであった（表1）。日本各地で水揚げされたトラフグ

の多くはフグ類の主要取扱市場である下関唐戸魚市場（株）に集荷されるため、ここでの取扱量の推

移は、長期的なトラフグの漁獲量の指標となると考えられる。下関唐戸魚市場（株）では1971年から

日本海・東シナ海産を外海産、瀬戸内海、三重県、愛知県および静岡県産を内海産として区別して取

扱い、統計を整備している。外海産の取扱量は1980年代までは400〜900トンで推移していたが、1990
年代になると急激に減少し、1998〜2005年は1989年以前の約10%の100トン前後で推移し、2006年は110
トンであった（図4）。瀬戸内海における主な漁場は瀬戸内海西部であることから、広島県の漁獲量お

よび愛媛県と大分県における標本漁協の漁獲量を瀬戸内海における漁獲量の指標としたところ、1992
年までは270〜800トンで推移していたが、1993〜1996年は200トン前後で推移し、1997年以降は漁獲量

の多かった1984〜1987年の平均値の約15%である100トン前後で推移し、2006年は62トンであった（図

5）。1995-2006年における本系群の漁獲量は1995年の900トンから1997年の423トンに半減後、430トン

前後で推移し、2005年は343トン、2006年は387トンであった（図6, 表2, 補足資料1）。 

 また、我が国のEEZ内における韓国漁船によるトラフグの漁獲量は2005年より把握されており、2005
年は0.3トン、2006年は41.2トンであった。年によって大きな差があるものの、2006年は本系群の漁獲

量の約10%に相当する漁獲量であり、無視できない。 
 
（3）漁獲努力量 
 九州・山口北西海域トラフグ資源回復計画に対応する経年的な漁獲努力量のデータはない。2005年
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より漁業成績報告書の集計を始めており、今後、データの収集に努める。 
4. 資源の状態 

（1）資源評価の方法 
 1995〜2006年の日本海・東シナ海における年齢別漁獲尾数と瀬戸内海（太平洋南を含む）における

年齢別漁獲尾数を合算することで本系群の年齢別漁獲尾数を推定し、コホート解析（Popeの近似式）

を行った（補足資料 1）（平松 2001）。解析年には暦年を用い、4 月を誕生月とした年級で行った。4
歳以上をプラスグループとし、3 歳と 4 歳以上の漁獲係数（F）が等しいと仮定した。2006 年の 1〜3
歳のFは過去3年の平均と仮定した。自然死亡係数（M）は最高年齢を10歳として田内・田中の方法

により求めた0.25を用いた（中村 2007, 田中 1960）。3歳以上を産卵親魚とした。 

 
（2）資源量指標値の推移 

 3.（3）と同様に今後データ収集に努める。 
 
（3）漁獲物の年齢組成 
 1995 年の総漁獲尾数は約 160 万尾であったが、1997 年には 100 万尾を下回り、2006 年は過去最低

の約52万尾であった（図7, 表3）。年齢組成は0歳の割合が最も多く（32〜56%）、1歳（20〜51%）、

2歳（5〜14%）、3歳（3〜6%）および4歳+（2〜4%）の順に割合が低かった（表4）。2006年の年齢

組成は0〜4歳+が32%、51%、8%、5%、4%であり、1歳の割合が0歳の割合を大きく上回った（表4）。
日本海・東シナ海と瀬戸内海における年齢別漁獲尾数を表5, 6に示す。 

 
（4）資源量の推移 
 トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源量は1995年の1,720トンから1997年の887トンに

著しく減少し、その後は880トン前後で推移しており、2005年は864トン、2006年は910トンであっ

た（図8, 表7, 8）。各年齢においてもFは高く（表9）、親魚量は1995年の506トンから1998年の261
トンに著しく減少し、その後260トン前後で推移し、2005年は293トン、2006年は297トンであった

（表11）。 

 加入する 0 歳魚には天然魚と放流魚が含まれているため、再生産関係を把握するために 0 歳魚の天

然魚と放流魚の分離を試みた。日本海・東シナ海・瀬戸内海における 0 歳魚の混獲率は、2001〜2004
年の福岡湾、有明海および瀬戸内海西部海域（燧灘、伊予灘、周防灘および豊後水道）における放流

モニタリング調査（9〜12 月）より算出された混獲率を調査尾数で加重平均して算出したところ、5.3
〜18.8%で推移した（表 10, 山口県ほか 2002-2005, 山口県水産研究センターほか 2006）。この混獲率

および0歳魚の資源尾数より添加効率を算出したところ、2001〜2004年は2.6〜16.9%で推移し、平均

9.1%であった（表 10, 添加効率 = 0 歳魚の混獲率 × 0 歳魚の資源尾数 ÷ 放流尾数）。日本海・東

シナ海・瀬戸内海では 1993 年以降、約 160 万尾の 0 歳の人工種苗が毎年放流されており（図 9）、上

記にて算出した添加効率から毎年0歳時に約15万尾が資源へ加入していると推定される（表11）。下

関唐戸魚市場（株）では、外海産を形態的特徴から天然物と放流物とで区別して取り扱っており、放

流魚の割合を重量比で算出することができる。外海産の漁獲対象が主に 2 歳以上という仮定のもと、

上記の計算式で算出した値は 1999、2005 および 2006 年を除いて下関唐戸魚市場（株）における取扱

量に占める放流魚の割合とほぼ同様の推移を示した（図10, 表12）ため、添加効率は妥当な範囲にあ

ると判断した。 
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 再生産関係は 1995〜1998 年までは明瞭な関係が推測されたが、1999 年以降、親魚量が 260 トン前

後で推移してから変動が大きい（図 11）。天然発生における再生産成功率は 1.0〜5.0（尾/ kg）で推移

したが、2006年は1.0（尾/ kg）で、1995年以降際立って低い値であった（図12, 表11）。感度分析と

してMを±0.1変化させた場合の資源量の推移を図13に示す。 

 
（5）資源の水準・動向 
 推定された1995年以降の資源量の推移と過去に遡った漁獲量の推移から、現在の資源水準は極めて

低位だと考えられる。動向については、過去5年間の資源量推移から横ばいと考えた。特に、2006年
の漁獲量および資源量に見られる増加傾向については、漁獲量、漁獲尾数、年齢組成、および F の推

移からみて、2005年級の発生が良かったことに起因していると判断し、もう暫く慎重に様子を見る必

要があると考えた。 

 

5. 資源管理の方策 

（1）資源と漁獲の関係 
 F の経年推移を図 14 に示す。F、%SPR およびYPR の関係より現状の F が F30%SPRおよびFmaxを上

回っていることが示された（図15）。資源水準が極めて低位であることや2006年の再生産成功率が過

去12年間で最も低いことを考慮すると資源水準の回復のため、緊急にFを低下させるべきである。 
 
（2）種苗放流効果 
 2006年のFが2007年以降も継続し、2007年以降の再生産成功率が2002〜2006年の平均2.6（尾/kg）
と仮定し、2008 年以降、現状の年 160 万尾放流を継続した場合と放流を止めた場合を 2012 年まで推

定すると、放流を継続した場合、資源量は緩やかに減少するが、放流を止めた場合、資源量は減少の

度合いが大きくなる（図 16）。よって、種苗放流による資源への添加が資源の底上げに重要な役割を

果たしていると考えられる。 

 

6. 2008 年ABC の算定 

（1）資源評価のまとめ 
 コホート解析の結果および漁獲実態の推移からトラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群の資源水

準は極めて低位であり、動向は横ばいである。 

 
（2）ABCの算定 
 コホート解析を行った1995年以降は資源水準が極めて低位であり、近年再生産成功率の変動が大き

いことに加えて高水準期での再生産関係が把握できなかったため、Blimit は推定できなかった。資源水

準が低位であることから ABC 算定のための基本規則 1-3）-（3）を適応した。F30%SPRを基準値として

Flimitを検討し（松宮 1996）、①2007 年は 2006 年と同様な F で漁獲される、②2006 年以降も年に 160
万尾の放流があり、添加効率は9.1%、③2007年以降の再生産成功率は2002〜2006年の平均2.6（尾/ kg）
と仮定した。資源量回復への不確実性を考慮してαを 0.8 とし、回復の程度が弱いことからβ2を 0.8
とした。 
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（3）漁獲圧と資源動向 
 現状の放流尾数の継続を条件に Fcurrentを中心に F を変化させた場合、2006〜2012 年における漁獲量

および資源量の推移を以下に示す。Fcurrent、F30%SPR、0.8F 30%SPRおよび0.8・0.8F 30%SPRの場合の2006〜
2012年における資源量の推移を図17に示す。 
 

2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
0 123 0 2Fcurrent 387 279 67 110 148 218 331 0 123 0 2Fcurrent 910 683 640 1,027 1,394 2,094 3,135
0 247 0 4Fcurrent 387 279 126 183 219 286 388 0 247 0 4Fcurrent 910 683 640 911 1,098 1,463 1,953
0 370 0 6Fcurrent 387 279 178 229 245 285 345 0 370 0 6Fcurrent 910 683 640 810 867 1,028 1,229
0 494 0 8Fcurrent 387 279 223 255 244 254 277 0 494 0 8Fcurrent 910 683 640 720 687 728 785
0 617 1 0Fcurrnet 387 279 264 268 229 215 212 0 617 1 0Fcurrnet 910 683 640 640 547 521 511
0 741 1 2Fcurrent 387 279 299 270 207 177 161 0 741 1 2Fcurrent 910 683 640 570 437 377 341
0 336 F30%SPR 387 279 164 218 241 289 361 0 336 F30%SPR 910 683 640 837 926 1,134 1,397
0 255 F40%SPR 387 279 129 186 222 288 387 0 255 F40%SPR 910 683 640 904 1,081 1,429 1,895

資源量(単位:トン)

F 基準値
年

漁獲量(単位:トン)

F 基準値
年

 
 
（4）ABClimitの検証 
 M の変化がABClimitに与える影響を検証した。M を±0.1 変化させた場合のABClimitを図18に示す。

Mを0.1減少させるとABClimitは26%増加し、Mを0.1増加させるとABClimitは23%減少するため、M
の変化がABClimitに与える影響は大きい。 
 
（5）ABCの再評価 
 

 
7. ABC 以外の管理方策の提言 

 トラフグは 0 歳魚から産卵親魚まで様々な漁法で漁獲され、かつ広域を回遊するため、全ての漁法

において漁獲圧の削減が必要である。種苗放流は資源の底上げに貢献し、資源の維持、回復になくて

はならない。これまでの過剰な漁獲圧によって多くの漁場が消滅していると考えられるため、漁場の

復活にも効果が期待されるが、遺伝的撹乱を予防するために種苗生産用の親魚の管理も必要となるだ

ろう。漁獲圧の削減および種苗放流を効果的に進めていくためには、幼魚や産卵親魚に特化した伝統

2008年ABC 資源管理基準 F値 漁獲割合

ABClimit 136トン 0.8F30% 0.27 21%
ABCtarget 111トン 0.8・0.8F30% 0.22 17%

評価対象年 資源量 ABClimit ABCtarget 漁獲量

（当初・再評価） （トン） （トン） （トン） （トン）

日本海・東シナ海系群 Frec 426 44 36 -
瀬戸内海系群 0.8Cave2-yr - 173 139 -

日本海・東シナ海系群 0.7Fcurrent 447 73 61 -
瀬戸内海系群 0.8F30% 464 105 86 -

2006年（2007年再評価） 日本海・東シナ海・瀬戸内海系群 0.8F30% 910 201 165 387
日本海・東シナ海系群 0.7Fcurrent 410 72 59 -

瀬戸内海系群 0.8F30% 425 92 75 -
2007年（2007年再評価） 日本海・東シナ海・瀬戸内海系群 0.8F30% 683 137 113 -
日本海・東シナ海系群はM = 0.36、瀬戸内海系群はM = 0.25を用いた。

2006年（当初）の瀬戸内海系群については、資源量の算出は行っていない。

2007年（当初）

管理基準系群名

2006年（当初）

2006年（2006年再評価）
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的漁業を削減することなども想定されるため、広域の資源管理の実現が求められる。 
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表11. トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群における漁獲量、資源量、親魚量、放流尾数、
添加効率、0歳資源尾数(天然魚、放流魚)、再生産成功率の経年推移

表12. トラフグ日本海・東シナ海・瀬戸内海系群における放流尾数、0歳資源尾数、放流魚の割合、
漁獲量、2歳以上の取扱量、2歳以上の放流魚の取扱量、漁獲量に占める放流魚の割合

（推定値）、取扱量に占める放流魚の割合

漁獲量 資源量     親魚量 添加効率 0歳資源尾数 0歳資源尾数 再生産成功率

（トン） （トン）  （トン）  （%） （天然魚） （放流魚） （尾/kg）

1995 900 1,720 506 1,420,000 9.1 1,658,265 128,779 3.3
1996 727 1,304 405 1,588,000 9.1 1,152,333 144,015 2.8
1997 423 887 313 2,075,000 9.1 998,680 188,181 3.2
1998 385 825 261 1,411,000 9.1 801,798 127,963 3.1
1999 349 823 241 1,323,000 9.1 1,068,371 119,982 4.4
2000 410 879 254 1,423,000 9.1 1,156,118 129,051 4.5
2001 435 939 222 1,520,000 16.9 1,114,756 257,274 5.0
2002 454 1,006 251 1,720,000 11.8 926,515 202,460 3.7
2003 358 862 260 1,412,000 5.0 620,999 70,068 2.4
2004 366 877 314 1,722,000 2.6 798,069 45,060 2.5
2005 343 864 293 1,717,000 9.1 969,523 155,714 3.3
2006 387 910 297 1,600,000 9.1 304,638 145,103 1.0

1） 2006年の放流尾数は1995-2005年の平均で推定

2） 1995-2001年、2005-2006年の添加効率は2001-2004年の平均で推定

年 放流尾数

添加効率 0歳魚の 2歳以上の 2歳以上の放流魚 漁獲量に占める放流魚 取扱量に占める

（%） 資源尾数 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳+ 0歳 1歳 2歳 3歳 4歳+ 取扱量（トン） の取扱量（トン） の割合（推定値）（%） 放流魚の割合（%）

1995 1,420,000 9.1 1,787,045 0.07 125 340 163 147 125 3.1
1996 1,588,000 9.1 1,296,348 0.11 0.07 113 233 144 125 112 14.3
1997 2,075,000 9.1 1,186,861 0.16 0.11 0.07 69 101 82 101 70 18.5
1998 1,411,000 9.1 929,761 0.14 0.16 0.11 0.07 53 123 72 77 61 26.0
1999 1,323,000 9.1 1,188,354 0.10 0.14 0.16 0.11 0.07 57 105 75 65 46 186 22 12.0 22.0
2000 1,423,000 9.1 1,285,170 0.10 0.10 0.14 0.16 0.11 74 137 57 80 61 198 27 13.8 16.4
2001 1,520,000 16.9 1,372,030 0.19 0.10 0.10 0.14 0.16 75 147 104 63 46 214 27 12.4 16.3
2002 1,720,000 11.8 1,128,975 0.18 0.19 0.10 0.10 0.14 64 195 77 75 43 195 21 10.9 12.9
2003 1,412,000 5.0 691,067 0.10 0.18 0.19 0.10 0.10 31 139 78 62 49 189 26 13.7 11.2
2004 1,722,000 2.6 843,128 0.05 0.10 0.18 0.19 0.10 61 75 113 70 47 230 38 16.6 11.9
2005 1,717,000 9.1 1,125,237 0.14 0.05 0.10 0.18 0.19 54 110 68 47 64 179 27 15.3 22.2
2006 1,600,000 9.1 449,741 0.32 0.14 0.05 0.10 0.18 31 189 51 51 66 168 20 11.7 23.8

1） 2006年の放流尾数は1995-2005年の平均で推定

2） 1995-2000年、2005-2006年の添加効率は2001-2004年の平均で推定

放流魚の割合 漁獲量（トン）
年 放流尾数
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補足資料1 

資源計算方法 

(1) 日本海・東シナ海における年齢別漁獲尾数の推定 

  1977〜1983年に漁獲された東シナ海・黄海産トラフグ542個体の全長と年齢のセットデータ（尾串 

1987）、②2003年12月から2004年3月に（独）水産総合センター開発調査部が東シナ海および玄界灘で

採集した標本650個体、および③福岡県水産海洋技術センターが鐘崎漁協より入手した東シナ海および

玄界灘産トラフグ92個体の全長—年齢セットデータを用いてAge-Length Keyを作成した。②、③の年齢

解析については①に準拠し、テトラサイクリンおよびアリザリン・コンプレクソンによる耳石標識に

より再捕された放流魚の情報（n = 49）を参考に脊椎骨第17椎体に形成される年輪に基づいて年齢査定

解析を実施した。1995〜1998年に山口県水産研究センターが下関唐戸魚市場（株）において調査した

入り数別全長組成とAge-Length Keyを用いて下関唐戸魚市場（株）の入り数別年齢組成を求めた。1995
〜2003年は下関唐戸魚市場（株）のトラフグの月別入り数別取扱箱数データと月別入り数別年齢組成

を用いて、2003〜2005 年は山口県水産センターが実施した南風泊市場の全長組成測定結果を

Age-Length Keyを用いて、それぞれの年齢別漁獲尾数を求めた。さらに、長崎県総合水産試験場が福岡

中央魚市場（株）において調べた2001〜2002年の全長組成データと福岡中央魚市場（株）の1999〜2002
年の月別取扱量データを用いて1999〜2002年の年齢別漁獲尾数を求めた。下関唐戸魚市場（株）およ

び福岡中央魚市場（株）の年級群別年齢別漁獲尾数を合わせて日本海および東シナ海における1995〜
2006年の年齢別漁獲尾数（表6）とした。資源計算に使用した漁獲量は下関唐戸魚市場（株）および福

岡中央魚市場（株）の年級別取扱量を用いた。計算に用いた年別の年齢別体重は成長式（尾串 1987）
と全長−体重関係式（尾串1980）に従い、漁獲の中心月となる1月時（0.7〜5.7歳）の雌雄の平均体重を

用いた。 

 

（2）瀬戸内海における年齢別漁獲尾数の推定 

 瀬戸内海西部の各県（愛媛県、広島県、大分県および山口県）における灘別および漁法別に対応し

た標本漁協における月別全長組成の相対度数分布を混合正規分布群に分解し、各年齢の混合比を求め

た後、全長—体重関係（瀬戸内海区水産研究所 2007 未発表）、灘別および漁法別の漁獲量を用いて県

別に1995〜2006年の年齢別漁獲尾数を推定した。次に2002〜2006年の瀬戸内海東部（香川県、岡山県、

徳島県および和歌山県）および宮崎県の漁獲量を用いて瀬戸内海西部の年齢別漁獲尾数を瀬戸内海全

体に引き延ばした。1995〜2001年は2002〜2004年の引き延ばし係数の平均を用いた。 

 

（3）コホート解析 

 解析年を暦年、4月を誕生月、M = 0.25としてPopeの近似式によりa歳、y年の資源尾数Na,yを推定

した。Ca,yはa歳、y年の漁獲尾数。 

Na,y = Na +1,y+1e
M + Ca,ye

M
2  

a歳、y年の漁獲係数は  

Fa,y = −ln 1−
Ca,ye

M
2

Na,y

⎛ 

⎝ 

⎜ 
⎜ 
⎜ 

⎞ 

⎠ 

⎟ 
⎟ 
⎟ 
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で算出し、4歳以上をプラスグループとして3歳と4歳+のFが等しいと仮定した。 

N3,y =
C3,y

C4 +,y + C3,y

N4 +,y +1e
M + C3,ye

M
2  

N4+,y =
C4+,y

C3,y

N3,y 

最近年の資源尾数は 

Na,2006 =
Ca,2006

1− e−Fa,2006
e

M
2  

で推定した。 

0〜3歳のターミナルFは各年齢の過去3年間の平均とした。4歳+のターミナルFは3歳のターミナルFと
等しくなるようにエクセルのソルバーを用いて探索的に求めた。 

 

SPR、YPRの計算 

SPR = fraSaWa
a=1

4

∑  

Sa +1 = Sae
−Fa −M( ) (S0 =1) 

YPR =
Fa

Fa + M
1− e −Fa −M( )( )SaWa

a= 0

4

∑  

fra、Waはa歳の雌の成熟率および漁獲物の平均体重 
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